
















（１）一般会計

（単位：千円、％）

本町の平成30年度当初予算は、人口減少や少子高齢化の進展により、町税や地方交

付税、各種譲与税・交付金などを併せた主要一般財源総額の減少が依然として続いて

おり、また今後も、社会保障関連経費のほか、公共施設や社会インフラの老朽化対策

などの増加が見込まれるなど、引き続き厳しい財政運営が予想される。

しかし、このような厳しい財政状況のなかにあっても、福祉や教育など一定の水準

を保ちながら、町の将来を見越した、人口の流出抑制や流入促進の取り組みを進めて

いく必要があることから、限られた財源の有効配分を図ることを基本方針として予算

編成を行った。

その結果、一般会計当初予算の総額は、75億2,000万円で、前年度に比べ13億6,490

万円、22.2％の増額となっている。

予算総額が大幅に増額となる主な理由として、歳出面では人件費などが減少するが、

普通建設事業費が大きく増加することによるものである。

人件費では、職員の退職による減や退職手当組合負担金の減少などにより、総額で

58,805 千円 3.6％の減額となっている。

普通建設事業費は、認定こども園整備事業や小学校再編に伴う第二小学校大規模改

修事業の増加などにより、総額で 1,450,182 千円 556.6％の増額となっている。

一方、歳入面では譲与税・交付金、地方交付税や財産収入などが減少し、国庫支出

金や町債などが増加する見込みである。

地方交付税は、町税や国の地方財政計画の伸び率などを参考に試算すると、臨時財

政対策債を含む実質の地方交付税総額で 24,000 千円 1.1％の減額と見込んでいる。

財産収入では、町有地売払収入の減少などで 41,028 千円 71.6％の減額。

国庫支出金では、小学校再編事業の増加などで 54,790 千円 10.7％の増額。

町債では、認定こども園整備事業や小学校再編事業の増加などにより、臨時財政対

策債を除く総額で 1,327,400 千円 942.1％の増額となっている。

なお、町税、交付税や交付金などの主要一般財源総額は、対前年度 29,803 千円

0.6％の減額と見込んでいる。

また、これらの主要一般財源収入以外についても財源を確保するため、歳入全般に

わたり現時点で可能な限りの見積もりを行うとともに、国・県補助金や地方債制度に

ついても、積極的に活用するなど財源の確保に努めている。
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